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データとAI が広げる不動産の意思決定

はじめに

不動産の意思決定における巧拙は、取得でき

る情報の質と量に大きく左右されてきた。生成

AIの実用化が進むいま、不動産業界でも「AIで

何ができるのか」を試す段階から、「データとAI

をどう実務に組み込むか」を問う段階へと局面が

変わりつつある。筆者が所属する株式会社estie

は、商業用不動産にまつわる取引や情報の流通

をなめらかにすることを目指し、データ基盤と

業界特化型AIを軸に、不動産会社や金融機関と

ともにデータ活用・DXに取り組んできた。本

稿ではその現場から見える、不動産業界におけ

るデータ活用とDXの現在地を整理したい。

データが広げる
不動産の意思決定

不動産の分析は長らく、取得できるデータの

制約の中で、実務家の勘と経験によって支えら

れてきた。立地・築年・規模といった物理的な

スペックと過去の取引実績を手がかりに、限ら

れた情報から的確な判断を導くことこそが、こ

の業界の専門性の核心であった。データの整備

とAI・テクノロジーの社会実装は、この専門性

を置き換えるものではなく、判断の材料を大き

く広げるものである。物件や個別区画の収益性、

テナント企業の属性、環境性能やウェルネスと

いった付帯的な要素、さらには将来の新規供給

の見通しなど、分析できる範囲そのものが広がっ

た。その結果、取引価格や利回り、賃料の把握

にとどまらず、取得・売却、不動産ポートフォ

リオ運用、リーシング、融資といった投資運用

サイクル全体の意思決定を、多面的かつ予測的

に支える分析が可能になってきている。

一例を挙げたい。当社が価値総合研究所と実

施した共同分析では、環境不動産認証を取得し

ているオフィスビルは、東京23区全体で募集賃

料が約7.2％高く、リーシング期間は約25.4％短

くなる傾向が示された（図1）。ESG投資の重要

性は論を俟たないが、それが不動産の収益性や

価値にどのように還元されるのかは、これまで

定量的な検証が難しかった領域である。同様に、

リノベーションすることへの投資が賃料や募集

期間に与える効果など、施策単位での定量的な

検証も可能になっている。データは、実務家が

データとAI が広げる
不動産の意思決定
不動産業界におけるデータ活用と DXの現在地

櫻井 秀介
株式会社 estie
執行役員 クライアントソリューション統括本部 本部長

（ARES マスター　M2512833）



19 ARES不動産証券化ジャーナル Vol.102 August 2026

データとAI が広げる不動産の意思決定

経験を通じて掴んできた判断に定量的な裏づけ

を重ね、投資判断や物件戦略の確度を高めつつ

ある。そして、こうした分析が個別の検証にと

どまらず、日常の意思決定に組み込まれ始めて

いることこそが、いまの業界の現在地である。

 

データの価値とAIの役割

こうした分析を支えるのはデータであるが、

AI時代のデータの価値は、量だけでなく質に

よって決まるようになった。従来の分析対象

は、賃料や空室率、エリア単位での供給面積や

その時系列推移といったテーブル化された構造

化データが中心であった。しかしAIの進化によ

り、募集図面や契約書、登記情報といった一定

の型を持つ半構造化データ、さらには現地写真

や自由記述、議事録といった非構造化データま

でもが「読める資産」へと変わった。特筆すべき

は、各社の社内に眠るプライベートデータの価

値である。市場に流通しない営業活動の履歴や

成約情報、稼働データは、AIが扱えるようになっ

たことで、他社が再現できない競争優位の源泉

として希少価値が高まっている。もっとも、デー

タを価値につなげるには、多様なデータを人と

AIの双方が活用できる形で整え、保持しておく

ことが前提となる。部署ごと、システムごとに

図1：環境不動産認証がもたらすリーシング期間への効果注1（価値総合研究所／estie作成）

注 1
estie・価値総合研究所共同分析（環境不動産認証取得がオフィス賃料・リーシング期間に与える影響の推定）
https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000186.000040115.html

https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000186.000040115.html
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分断されたデータを統合し、意味のつながりを

持った基盤として整備する取組みは、効果が見

えづらいがAI活用の成否を分ける土台である。

そして、データを実際の価値に変換するのが

AIの役割である。例えばオフィスの賃料査定で

は、機械学習モデルが賃料を推定し、大規模言

語モデルがなぜその水準になるのかという根拠

まで説明する。当社と金融機関との取組みでは、

売買時の投資判断指標となるキャップレートを

予測し、判断の参考となる示唆を得るモデルも

構築している。さらに近年のAIエージェントは、

依頼の意図を解釈し、タスクを分解し、マーケッ

トデータや比較事例を自ら収集した上で、推論

を経て成果物に到達する。実務への適用は始まっ

たばかりであり、現時点でAIが担うのは定型的

な業務が中心である。しかしその範囲は着実に

広がっており、人がすべての工程を担うことを

前提としてきた業務の設計そのものが、見直さ

れ始めている。重要なのは、これらが研究室の

実験ではなく、実際の業務データを使った検証

や運用の段階に入っているという点である。

 

実務への組込みで強まる
2 つの要望

こうした変化を実務に組み込む動きは、すで

に始まっている。当社が不動産デベロッパーや

機関投資家、金融機関と協業する中で、この 1

〜2年で特に強くなったと感じる要望が2つある。

ひとつは、データとノウハウを社外に出さず

にAIを活用したいという要望である。顧客情報

や取引情報といった守秘性の高いデータを外部

に委ねることへの懸念は根強く、各社のデータ

とノウハウを社内に守りながら活用を進める、

いわばAIの内製化への支援を求める声が急速に

増えている。

もうひとつは、金融領域でのデータ活用であ

る。不動産投資の案件検討や融資後のモニタリ

図2：AIエージェントによるタスク実行の流れ（estie作成）
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ングにおいて、物件・マーケットデータを組み

込み判断の速度と客観性を高めたいという要望

は年々強まっている。特に融資後のモニタリン

グは、従来は担当者が個別に情報を集めて行わ

れてきたが、担保物件やマーケットの変化を継

続的に捉える仕組みへの関心が高まっており、

当社も不動産融資の管理業務を支援するサービ

スの提供を開始した。

共通するのは、AI戦略の前にデータ戦略が必

要という点である。データは蓄積するほど利用

の用途や幅が増大する資産であり、早く取り組

むほどその恩恵は大きい。

おわりに：
産業全体でこの問いを考える

振り返れば、2年前に本誌へ寄稿した頃には

兆しに過ぎなかった変化が注2、いまは実務の中

に入り込み始めている。人・物・金・情報がこ

の領域に集中的に集まりつつあるいまは、不動

産業界にとって大きな好機である。

最後に強調したいのは、1社のDXだけでは、

産業全体の情報の流通も競争力も高まらないと

いうことである。不動産市場のデータ活用は、

事業者、投資家、金融機関、行政、研究機関が

知見を持ち寄る共創によってこそ前進する。当

社が協業やパートナーシップ、エコシステムの

構築を重視するのはそのためである。

その共創の場として、当社は 2026年9月11

日、国土交通省や一般社団法人不動産証券化協

会にもご後援いただく「不動産DXカンファレン

ス 2026」を開催する注3。前回は約1,100名の方々

にご来場いただき、不動産DXの最前線を走る

大手不動産デベロッパーやファンド、金融機関、

注 2
「生成AI時代における商業用不動産業界の革新　産業競争力としての不動産データとDXの持続性」
（ARES不動産証券化ジャーナルVol.80、2024年、平井瑛・櫻井秀介）
注 3
不動産DXカンファレンス 2026公式サイト https://conference.estie.jp/2026

図3：不動産DXカンファレンス 2026 開催概要（estie作成）

 

図 3：不動産 DX カンファレンス 2026 開催概要（estie 作成） 

注 1 estie・価値総合研究所共同分析（環境不動産認証取得がオフィス賃料・リーシング期間に与える
影響の推定）https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000186.000040115.html 
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注 3 不動産 DX カンファレンス 2026 公式サイト https://conference.estie.jp/2026 
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さくらい　しゅうすけ
一橋大学経済学部卒業後、三井不動産株式会社入社。経理部で単体・
連結決算業務に従事した後、ビルディング本部にてオフィスビルの営
業戦略策定や賃貸借契約交渉、ESG 関連業務と事業開発を経験。
2021 年 8 月退職後に米国シカゴ大学にて経営学修士（MBA）を
取得。在学中は AI・機械学習、データサイエンスを専攻しプロダクト
開発も経験。2023 年 estie 参画後、事業開発として大手企業との
DX 協業を推進。2025 年不動産 AI Lab 室長を経て 2026 年より
現職。

スタートアップが、データ活用を中心とした産

業全体の課題と展望を議論した。本稿で述べた

データ活用とDXの現在地、そしてこれからを、

ぜひ会場で読者の皆様とご一緒に考えたい。

当社はパーパスである「産業の真価を、さら

に拓く。」の実現に向けて、日本の不動産市場が

世界で存在感を発揮し続けるための技術開発と

共創を、これからも進めていく。




